
























































































































正社員  58 39.7
派遣社員  10  6.8
契約社員  10  6.8
パートタイマー  10  6.8
アルバイト  25 17.1
日雇い労働者   1  0.7
学生  14  9.6
自営業・自由業   5  3.4
無職  12  8.2




収入なし  21 14.4
１円〜２万円未満   4  2.7
２万円以上〜４万円未満   4  2.7
４万円以上〜６万円未満   9  6.2
６万円以上〜８万円未満   6  4.1
８万円以上〜 10万円未満   6  4.1
10万円以上〜 15万円未満  23 15.8
15万円以上〜 20万円未満  28 19.2
20万円以上〜 25万円未満  18 12.3
25万円以上〜 30万円未満   4  2.7
30万円以上〜 35万円未満   4  2.7
35万円以上〜 40万円未満   3  2.1
40万円以上〜 50万円未満   2  1.4
50万円以上   1  0.7
























預貯金なし  23 15.8
1円〜 50万円未満  43 29.5
50万円以上〜 100万円未満  16 11.0
100万円以上〜 200万円未満  13  8.9
200万円以上〜 300万円未満  13  8.9
300万円以上〜 400万円未満   4  2.7
400万円以上〜 500万円未満   2  1.4
500万円以上〜 1,000万円未満   2  1.4
1,000万円以上   6  4.1
わからない   9  6.2




















男性 ％ 女性 ％ 全体 ％
20 〜 24歳（138人） 82.6 20 〜 24歳（158人） 81.0 20 〜 24歳（296人） 81.8
25 〜 29歳（340人） 77.6 25 〜 29歳（252人） 73.4 25 〜 29歳（592人） 75.8
30 〜 34歳（198人） 81.3 30 〜 34歳（228人） 74.6 30 〜 34歳（426人） 77.7
35 〜 39歳（262人） 74.8 35 〜 39歳（191人） 78.5 35 〜 39歳（453人） 76.4
小計（938人） 78.4 小計（829人） 76.4 小計（1,767人） 77.4
表４　性・年齢別　若年未婚者の親同居率
親の家にずっと住んでいる（％） 自分の住宅から親の家に戻った（％）
20 〜 24歳 90.5  9.5
25 〜 29歳 83.8 16.2
30 〜 34歳 79.5 20.5




親同居  4.6 95.4 1,368人
親別居 13.5 86.5   399人
合計  6.6 93.4 1,767人
表６　親との同別居別　定まった住居がないという経験の有無
27
　また，仕事に関する様々な困難に直面した経験（表８）について聞いたところ，「職場での人間
関係のトラブル」（28.4％），「新卒期の就職活動での失敗や挫折」（21.0％）の回答率がそれぞれ
２割を上回った。「長時間残業や休日勤務，低賃金などの劣悪な条件のもとでの労働」を経験した，
という人も17.9％いた。リストラや解雇・倒産なども含めると，約半数がこうした仕事に関わる
困難を経験したことになる。
　学校生活については「いじめ」を経験した人が34.2％にのぼり，「不登校・ひきこもり」の経験
者も22.5％を占めた。
　こうした過去の職場や学校での経験が現在の生活状況に影響している可能性は否定できない。「う
つ病などの精神的な問題をかかえた」と答えた人も27.6％にのぼっている。
　結婚についての意向を聞くと，「結婚したいとは思わない」（34.1％），「将来，結婚したいが，結
婚できるかわからない」（20.3％），「将来，結婚したいが，結婚できないと思う」（18.8％）と約
７割が結婚に消極的または悲観的な回答を寄せた。「結婚したいし，結婚できると思う」（6.6％），「結
婚の予定がある」（2.5％）はあわせても１割に満たなかった。
　もちろん結婚だけが唯一の家族形成の形ではないが，親元にとどまる若者の割合が高いことを踏
まえると，経済的な理由から将来の見通しを持つことができない若者が多いのではないか，と推察
できる。
　「住宅政策提案・検討委員会」はこうした調査結果をもとに，低所得の若者が独立した住まいを
確保できるようにするために住宅政策を転換することを提言している。
　この調査は低所得で未婚の若者の居住実態を明らかにするために設計されているため，就労に関
（回答者数）1,767人 ％
正規社（職）員  7.8
契約・嘱託・派遣社（職）員  9.1
パート，アルバイト，臨時・日雇い 38.0
自営業，自由業  6.0
無職（求職中） 16.9
無職（非求職） 22.2
表７　現在の仕事の雇用形態
（回答者数）1,767人 ％
新卒期の就職活動での失敗や挫折 21.0
リストラや解雇・倒産などあなたの意思によらない退職 13.1
長時間残業や休日勤務，低賃金などの劣悪な条件のもとのでの労働 17.9
職場での人間関係のトラブル 28.4
職場でのその他の大きな出来事  1.2
職場での上記のような経験はない 50.5
表８　仕事に関する困難の経験（複数回答）
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する状況の詳細は明らかになっていない。しかし，低所得で未婚の若者の約半数が仕事に関する経
験で困難を抱えたことがあると回答しているのは，「ブラック企業」問題など，近年の若年労働を
めぐる状況が若者の貧困に影を落としている可能性を示唆している。
　私自身も生活困窮者を支援する活動の中で，かつてIT関連企業などで長時間残業を強いられた結
果，うつ病を発症し，就労が困難になった若者に何人も出会ったことがある。中には，住んでいた
賃貸住宅を引き払い，いったんは親もとに戻ったものの，家族がうつ病に対する偏見を強く持って
いるために家庭にいられなくなり，ネットカフェ生活を続けていた若者もいた。
　2013年度には精神障害による労災請求件数が過去最多の1409件になるなど，近年，「ブラック
企業」問題がメンタルヘルスに与える影響に注目が集まっているが，精神疾患を発症した若者が長
期間勤務できない状況が続き，家族のサポートが得られなければ，生活困窮に至ることは容易に想
像できるだろう。
　「ブラック企業」問題など，若年の労働をめぐる近年の変化が貧困に与えている影響について，様々
な角度から調査をしていく必要があるだろう。
　　　　おわりに
　本稿では，住まいの貧困に関わる２つの調査結果から，大都市部において正社員の一部が「脱法
ハウス」に暮らさざるをえない状況が生まれていること，若者が職場において直面する様々な困難
が生活困窮に影響を与えている可能性があることを指摘してきた。いずれも，「非正規雇用のワー
キングプアが安定した住まいを喪失する」という従来からの説明には収まりきらない状況が生じて
いることを示唆している。
　言うまでもなく，住まいは生活の拠点であり，人が健康で文化的な生活を営むために必要不可欠
な要素である。安定した住まいを喪失することは，安全に日々の暮らしを営むための基盤を失うこ
とを意味するだけでなく，心身の健康にも悪影響を及ぼし，仕事探しや交友関係，政治参加など市
民生活全般にわたって困難を強いられることになる。
　親と別居している未婚・低所得の若者の13.5％が安定した住まいを喪失した経験があると回答
しているという事実は，日本社会において住まいの貧困が深刻化していることの証左に他ならない。
その影響は個人のみならず社会全体に現れてきつつある。
　今後，労働分野と住宅分野の専門家が連携をおこない，若年労働と住まいの貧困の関連について
詳細な調査が実施されることを期待して，筆を置くことにしたい。
（いなば・つよし　認定NPO法人自立生活サポートセンター・もやい理事）
若年労働の変容と住まいの貧困（稲葉　剛）
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